
中小企業振興会議　市議会意見交換会　各委員からの意見・質問まとめ

№ 委員名 意見内容 分類（参考）

1 稲川委員

●2015年12月21日に、三沢市にも中小企業振興条例が制定されましたが、早７年が過ぎようとしています。条例が制定されたことに意味があるのではなく、条例が活かされ

て初めて意味があるのですが、具現化するためにはどうすれば良いのか。

●中小企業振興基本条例の目的は「地域振興」に他ならないのですが、なぜ中小企業の冠をつけるのでしょうか。それは、地域振興・地域経済の活性化は行政の務めである

と同時に中小企業も同じくそれを担っているからです。1000年に一度と言われている震災（東日本大震災）、そして100年に一度というこの新型コロナウイルス感染症、そ

れらから私たちが学んだこと。何を教訓とするのか。何を後世に伝えて行かなければならないのか。人の命を守ること、普段の当たり前の生活がどれだけ幸せなことなのか

再認識すること、地域に暮らす人たちの絆をつくっておくこと、生活の基盤である地域産業と医療、その担い手である中小企業をはじめとする経済主体の振興を図ること、

これらを自治体・住民・企業がしっかりと絆を深めておくことが非常に大切なのですが、それを達成するための、具体的な第一歩とは、何でしょうか。

【全体】

2 奥崎委員

●旧アーケード街のいわゆる三沢市中心商店街地区について

　７月２３日に交通規制が解除されて以来、交通量がとても増えているように感じます。然しながら、外観は廃業した店舗が並び、駐車場もなくといった商業地区として

は、整備の必要性を感じます。例えば以前から青森市新町でも廃業が相次ぎ、政策的なものがあるかは分かりませんが、そのような空き店舗はその後、有料駐車場となった

り、別な施設となっているのを見かけます。

中心市街地

空き店舗

【案件③】

3 月舘委員

青森県が提唱している（まち・ひと・しごと創世青森県長期人口ビジョン）「青森県で働きたい、暮らしたいという人の希望を実現できるよう、子どもを産み育てやすい環

境づくりや多様で魅力的な雇用の場の創出に取り組み、持続可能な青森県づくりに向けて、安定的な人口構造への転換をはかっていく。」のとおり、県内の労働力人口の大

幅な減少の原因が若者の転出超過であることを懸念し「若者から選ばれる青森県」の実現を目指す。としています。

雇用促進・雇用創出という観点から「若者から選ばれる青森県」の実現を目指していくための具体的な意見です。青森県強いて言えば県南地域、青森市を中心とした東青地

域、津軽地域という県内を広域３地域に区分した場合、三沢市を含めた県南地域の交通アクセスの利便性の高さは、企業誘致や就労環境としての通勤要件からも地域的に優

位な特性であります。このことから雇用の創出に関して、若者を筆頭に働き手が、より多くの職業選択肢を展望できるよう、県南地域広域での雇用創出連携を是非進めてい

ければなと考えます。「働きたい仕事がある」ということは、地域の大きな魅力につながるものだと思います。

雇用促進

若年者

【案件②】

4 久保委員

●三沢市の企業について

・三沢市の中小企業の弱い点、こうするべきだと思うところ、課題はどんなことがあるでしょうか。

・三沢市の中小企業の良いところ、伸ばしていく部分はどんなことがあるでしょうか。

・議員の皆様は三沢市の何年先のどのようなことに向かって活動していらっしゃいますか。　　三沢市の企業も同じ考えで三沢市の将来を考えたいです。

中小企業の

課題

【案件①】

5 保坂委員

① 中学卒業後または高校卒業後の進路先となりえる教育機関の設置／誘致について議論はあるのか？

　→中学・高校卒業後の受け皿がないことが三沢市における人口流出の原因の一つである。もちろん、一から設置するとなると費用や教員などの確保が重要になってくると

考えられる。例えば、六ケ所村やむつ市のように既存の大学のサテライトキャンパスを誘致するなどのアイデアもある。

　→10代の若者を繋ぎとめる施策も重要であるが、社会人のリカレント教育の場も必要と考える。ITやAI、デザインなどの分野に関する専門学校などの誘致なども考えられ

るのではないか。

② 三沢市の未来を考えていく上で、周辺市町村との関係も考慮する必要がある。上十三・十和田湖広域定住自立圏について、三沢市は中心的な役割を担う立場にある。UIJ

ターンや若者・女性の定着を議論する上で「三沢市単体」の施策だけではなく、周辺市町村を巻き込んだ施策の検討も必要である。

→八戸圏域では、定住などの指標についても町単独と圏域での施策／指標を持つものもある。企業向け福利厚生サービスも八戸市だけではなく、圏域を含めて対象としてい

る。

③ 出張／単身赴任で三沢を訪れている人や米軍／自衛隊関係者が、三沢市にお金を落としたいと思える商品・サービスの生産が必要。そのような商品・サービスを作り出す

事業者に対して、支援する施策は検討しているのか。施策があるとすれば過去にどのくらい効果があったのか。

若年者定着

女性の定着

【案件②】
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6 鹿目委員

・“変化の時代に対応できる人材”の創出が三沢市にとっても企業にとっても必要と考えるが、人材育成に取り組めていない企業が多数であることは現実問題としてある。企

業努力も必要ではあるものの、三沢市として企業の底上げのための人材育成施策の必要性についてどのように考えているか。

・人口減少に伴う人材確保難に直面している会社・これから直面する会社があるが、IT化・自動化でリソース削減は可能なものの、なかなかそれに着手できない企業があ

る。補助金はあるものの、具体的に企業内での進め方がわからないという悩みが多いもよう。このあたりの現場に寄り添う支援策を検討できないものか。

・今後後継者不足による廃業や店舗閉店の増加が想定されるが、後継者を探し事業を存続することも可能である。これらに対する支援についてどのように考えるか。

人材育成

事業承継

【案件①】

7 花田委員
大卒入社の社員が奨学金返済に苦しんでいると聞いた。聞くところによると約6割超の学生が奨学金を利用しているようだ。受け入れ企業としてもその一部を助成することを

検討したいが、三沢市としても検討していただけると市内企業に従事しやすく定着が増すのではないかと思われる。
若年者定着

【案件②】

8 工藤委員

●事業承継について

２１あおもり産業総合支援センター、青森県事業承継・引き継ぎ支援センターを利用する場合もあるが、三沢市においても連携しサポート体制を取り組んで欲しい。

●人口減少対策について

移住・定住の促進や担い手を育てる企業誘致、起業による産業基盤を整備し、人口減少の歯止め対策について議論をお願いしたい。

●青森市では地域貢献人材活用プロジェクト（都市部の副業・兼業人材で経営課題を解決しませんか）を行っている。

①無料セミナーの開催　　②求人掲載費の無料化　　③地域貢献人材活用促進補助金

三沢市においても都市部の大企業の働き方の多様化により、大企業やベンチャー企業等で働く優秀な人材の副業・兼業は「スキルアップ」など、大企業にとって人気が高く

なっています。こうした地域貢献人材（都市部の副業・兼業人材）の活用方法の紹介や市内企業と地域貢献人材のマッチングを支援するプロジェクトを考えて頂けないで

しょうか。

事業承継

働き方

副業・兼業

【案件①】

9 片山委員

長引く新型コロナウィルスと近年では、原油・物価高騰が小売、サービス、飲食、観光業を中心に大きな影響を与えております。

国や県も様々な支援策を打ち出してきましたが、三沢市独自の支援策としてどのようなものが必要となっているのかご意見をいただけますでしょうか。 【全体】
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